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本稿 はJimenez(1995)に よ り定 義 され た人的社 会 基盤(HumanInfrastructure)

の概 念 を,人 的資本 蓄積 を考 慮 した世 代重 複 モデル に導 入 し,死 亡 率 と出生 率 を内

生的 に決定 す る経済 成長 モ デル を構 築 す る。人 的社会 基盤 とは個 人の健康 水 準,教

育水 準,そ して労働 生産 性 の改善 に不 可 欠 な公 共資本 の こ とを指 す。本稿 は経済 が

低 い人的社 会基 盤 と低 い所 得水 準 の 負の連 鎖 に よって特徴 付 け られ る 「貧 困循環 」

に陥 って しま う可能性 が あ る こ とを示 す。 さらに人 的社会 基盤 の水 準 を高め る政 策

は,こ う した リス ク を軽減 す る働 き をもつ こ とを明 らかす る。 また本稿 は死 亡率や

出生率 が経 済発展 の過 程 に おい て,逆U字 形 で表 され る動 学的推 移 を辿 る可 能性 が

あ るこ とを示す。

キー ワー ド 貧 困循 環,人 的社 会 基盤,人 口構造 変化

1は じ め に

20世 紀 に お い て,世 界 の 多 くの 国 々 は平 均 寿 命 の 著 しい 向 上 を達 成 した。 そ の 主 要 な要 因

の ひ とつ は,経 済 発展 に と もな い 公 衆 衛 生 イ ン フ ラ(上 ・下 水 道 施 設,住 宅 な ど)の 質 が 向

1)

上 した こ とで あ る。 また 多 くの 実証 研 究 は 十分 な教 育 を 受 け た 人 ほ ど,健 康 な生 活 習 慣 を選

択 す る傾 向 に あ る こ と を示 す 。 そ の た め,公 的 な初 等 教 育 シス テム の整 備 が 進 ん だ こ と も,
2)

健 康 水 準 の 改 善 が 進 ん だ 大 き な要 因 の ひ とつ と考 え られ て い る。Jimenez(1995)は 健 康,教

育,栄 養 水 準 な どの 向上 を通 じ,人 々の 労 働 生 産 性 の改 善 に 貢 献 す る よ うな 公 共 資 本 の こ と

を 人 的 社 会 基 盤(HumanInfrastructure)と 定 義 し,道 路 や 電 力 と い っ た 従 来 の 公 共 資 本
3》

(Physicallnfrastructure)と の 差 別 化 を行 っ た 。

こ れ までEhlrichandLui(1991),Kalemli・Ozcaneta1,(2000)な ど多 数 の 研 究 が,平 均

寿 命 の 向 上 が 経 済 に 及 ぼ す 影 響 に つ い て分 析 を お こ な っ て きた 。 しか し,こ れ らの研 究 は,

期 待 寿 命 を 経 済 環 境 と は 独 立 な 外 生 変 数 とみ な し て い た。 こ う した 現 状 を踏 ま え,近 年
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BlackbumandCipriani(1998,2002),Kalemli・Ozcan(2002,2003),Lagerlof(2003)な ど

が 相 次 い で死 亡 率 を 内生 化 し,平 均(期 待)寿 命 の 向上 と経 済 発 展 が 相 互 に与 え る影 響 に つ
4)

いての分析 を試みている。こうした試みの第1段 階 として,こ れらの研究は生存確率が経済

の経済発展水準 その もの に依存す ると想定 し,死 亡率の内生化 を行 った。そこで本稿は

Jimenez(1995)に よって定義 された人的社会基盤の概念 を,人 的資本蓄積を考慮 した世代重

複モデル に導入 し,BlackburnandCipriani(2002)の 研究 を拡張する。そして人的社会基盤

の水準 を高めるような政策の効果について考察する。

また,近 年DahanandTsiddon(1998),Morand(1999),GalorandWeil(2000)な どは

人 口構造と経済発展の歴史的な関係 について分析 を行っている。これらの研究はDysonand

Murphy(1985)な どの実証研究により示 された経済発展 と出生率の逆U字 型の関係(低 所得

水準で出生率が増加するのに対 し,高 所得水準で出生率が低下する)を 説明するモデルの構

築を目指 している。特 にDahanandTsiddon(1998)やMorand(1999)は クズネ ッツカー

プと呼ばれる所得不平等の時系列的変化に着 目し,経 済発展 と出生率の逆U字 型の関係を説'

明する。そこで,本 稿では人的社会基盤の時系列的推移に着 目し,経 済発展と出生率の逆U

字型の関係について説明する新たなモデル を提示する。

本稿の構成は以下のようになる。2節 ではモデルの基本設定について解説 し,3節 でその

動学的性質について考察を加える。また4節 で公的政策の効果 について分析 し,最 後に5節

で議論を整理す る。

2モ デ ル

寿命 と出生率を内生化 した,最 大で2期 間(「若年期」 と 「老年期」)生 存する個人からな

る世代重複モデルを考察する。時間は離散的にt=0期 から無限に流れているとし(t=0,1,

2,……),t期 に誕生する世代 をt世 代 と称す る。本稿では人的社会基盤水準G,に ついて明示

的に考察する。人的社会基盤 とは個人の健康水準,教 育水準,そ して労働生産性を改善に不

可欠な公共資本のことを指す。簡単化のために,生 存に関するリスクは老年期のみにあると

仮定する。老年期における生存確率Ztは1人 あた り人的社会基盤の水準9tに 依存 して定 ま

り,以 下 の 性 質 を 満 た す(π'(g)>O,1醜 π(g)=O,1聡 π(g)=1)。 .た だ し9t≡G,/N,で あ り,

私 は 棚 の若年世代人口をあらわす。

はじめに家計行動について説明する。各個人は若年期において,1単 位の時間を保有 し,

これ を労働1,,同 質的なnt人 の子供 を養育する時間,そ して子供に対 して教育を行う時間Ut

に配分する。また老年期には引退 し,労 働供給は行わない。各個人は,若 年期,老 年期にお

ける消費および子供の数 とその人的資本水準から効用を獲得する。したがって,'世 代の個人

の期待生涯効用は
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1nclt十 γ1nntht+1十 π(gt)1nc2t+1,γ>0(1)

と表 され,Clt(C2t+1)は 若 年 期(老 年 期)に お け る消 費 を,ht+1は 子 供 の 人 的 資 本 水 準 を,そ

して γは 子供 に対 す る選 好 の程 度 を そ れ ぞ れ 表 す。個 人 の 労 働 所 得Wthtltに は τの 定 率 税 が

課 せ られ,各 個 人 は税 引 後 の労 働 所 得(1一 τ)Wthtltを 消 費Cltと 貯 蓄Stに 配 分 す る。本稿 で

は リス ク 中 立 的 な保 険 会 社 の存 在 を想 定 し,さ ら に保 険 市場 は 競 争 的 で あ る と仮 定 す る。 し

た が っ て,保 険 会 社 は 個 人 か ら資産Stを 若 年 期 に集 め る か わ り に,老 年 期 に生 存 して い た 場

合 に(R,+1/πli)Stを 支 払 うこ と を約 束 す る。こ こ で 耀 は平 均 生 存 確 率 を,Rt+1はt+1期 の

粗 利 子 率 をそ れ ぞ れ表 す。 各個 人 は遺 産 動 機 が な い の で,す べ て の貯 蓄 を こ う した保 険 の購

入 に あ て る。 に の と き,世 代 の 個 人 の 予 算 制 約 お よび 時 間 制 約 は 以 下 の よ うに 表 さ れ る。

clt+St=(1一 τ)ωthtlt(2)

c2t+1=(Rt+1/π')St(3)

lt+(e+Ut)nt=1(4)

こ こで はMorand(1999)な どの 研 究 と同様 に,子 供 の養 育 の ため に一 定eの 時 間 が 必 要 で

あ る と仮 定 す る。さ らに個 人 はそ れ ぞ れ の 子 供 に 費や す教 育 時 間の 水 準 笏 を選 択 す る。ま た

G,は 公 共 資 本 で あ る の で,9tは 各 個 人 に とっ て所 与 の値 とな る。 したが って,π(9t)の 値 は

す べ て の個 人 につ い て等 し く,zf=π(9t)の 関係 が 成 立 す る。

加 え て本 稿 で は以 下 の よ うな 人 的 資 本 蓄積 技 術 を 想 定 す る。

ht+1富・θgダz己ξ7,θ>0,0<β<1,0<σ<1.(5)

こ こでe,β お よび σは人 的 資 本 蓄積 技 術 のパ ラ メ ー タ を表 す 。以 上 の 定 式 化 に よ り,1人 あ

た り人 的 社 会 基 盤 の 水 準 は 子供 の 人 的 資 本 形 成 に 重要 な 役 割 を果 た す 。 ま た親 の 人 的 資 本 水

準 砺 も親 に よ る教 育投 資 水 準 π,を 通 じて 間 接 的 に 子供 の 人 的 資 本 水 準 に影 響 を与 え る。

(1)式 を(2)式 か ら(5)式 の条 件 の も とで最 大 化 す る と,以 下 の よ うな 関 係 を得 る。

Ut・ σe/(1一 σ)

1一 σ γ
nt=Tl+

γ+・(9t)

π(9t)

St=1・
,・ 。(9t)(1'τ)w・ht

(6)

(7)

(8)

(7)式 と(8)式 より期待寿命が高いほど,個 人は老年期 に備えた貯蓄水準 を高め,子 供 に対

す る需要(出 生率)を 低下 させ ることが分かる。

次に経済の生産サイ ドについて記述す る。本稿では主に,人 的資本蓄積 と人的社会基盤水

準の相互 に与える影響に関心があるので,こ の関係を簡潔に示すために小国経済を想定する。

小国経済のもとでは世界(粗)利 子率Rは 所与 として扱われる。またすべての企業 は同質的

かつ競争的である仮定す る。 こうした仮定の もとで,代 表的企業は以下のような1次 同次の
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生 産 関 数 に従 い,利 潤 を最 大 化 す る。

Yt=F(Kθ φ(9t)Lt)(9)

こ こでYtは 生 産 量 を,K,は 実 物 資 本 水 準 を,そ してL,(=htltNt)は 雇 用 量 をそ れ ぞれ あ ら

わ す 。また φ(9t)は 労 働 生 産 性 を表 し,1人 あ た り人 的社 会 基 盤 の増 加 関 数 と して,φ'(・)>

0の 関係 を満 たす 。 生 産 関 数 を効 率 労 働 単位 あ た りで 表 す とyt=ノ(k,),f(k>iEF(k,1),Yt≡

Y,/φ(9t)L,,々 戸 κノφ(9t)L,の 関 係 を満 た す の で,代 表 的 企 業 の最 適 条 件 と してR=1一 δκ+

f'(k,),お よびWt=[∫ 偽)-f'(々,)k,]φ(&)を 得 る。 以 上 の こ と か ら小 国経 済 モデ ル で は,

島 が 時 間 を通 じて一 定 の 値 に な る。 したが っ て以 下 で は,letを 々 と,Wtを ωφ(9t)と それ ぞ

れ 表 す 。 た だ し ω≡ノ(々)一 ノ'㈲ 々 とす る。

最 後 に人 的社 会基 盤 の 蓄 積 お よび 政 府 の予 算 制 約 につ い て 説 明 す る。 人 的社 会基 盤 の 蓄 積

方 程 式 は

Gt.1=(1一 δG)Gt+1ρ(10)

の よ うに表 さ れ る。こ こで 浮 は 棚 に お け る公 共 投 資 水 準 を,δGは 人 的社 会基 盤 の 減 耗 率 を

そ れ ぞ れ 表 す。 また 簡 単 化 の た め に,人 的社 会基 盤 投 資 は賃 金 所 得 税 の み で まか な われ る と

仮 定 す るの で,政 府 の 予 算 制 約 は

が=TZVthtetNt(11)
5}

の関係 を満たす。(1),(5)式 および(9)式 で示されるように,人 的社会基盤の水準は老年

期 における生存確率(健 康),子 供の人的資本形成(教 育),そ して労働生産性に重要な影響を

及ぼす。 しか し人 口規模 鮎 が大 きいほど,混 雑現象を通 じその限界的な効果は低下する。

3動 学 均衡 経 路

この節では,経 済の動学体系について分析する。(5)式 と(6)式 より,人 的資本蓄積は以

下のような式で表 される。

h・・1-・(St
。)a・E(12)

さ らにN,+1;ntNtの 関 係 が 成p立 つ の で,1人 あ た り人 的 社 会 基 盤 の 蓄積 は

ヨ
&・i=7/、.。)【(1"δ ・X1+γ+・(9・))9t+・ ωφ(9t)ht(1+・(9・)】(13)

を満 た す。 小 国 経 済 よ り,経 済 の 均 衡 は く12)式 と(13)式 の差 分 方程 式 体 系 で,完 全 に表 す こ

とが で き る。 以 下 で は分 析 の 簡 明化 の た め に,労 働 生 産 性 φ(9t)の 関 数 形 を

φ(9t)=9t(14)

6)
に特 定 化 す る。

以 上 の整 理 を も とに,(9t,h,)上 に位 相 図 を描 く。 こ こ でh,+1=h,の 関 係 を満 た す(9t,h,)
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平 面 上 の軌 跡 をHHlocusとgt+1=gtの 関 係 を 満 た す(gt,h,)平 面上 の軌 跡 をGGlocusと

定 義 す る。HHlocusお よびGGlocusは そ れ ぞ れ 以 下 の(15)式 と(16)式 の 等 号 が 成 立 す る

部 分 と して 定 義 さ れ る。

ht・1≧ht⇔ht・ ・(ff-1。陸H(9t)(15)

・t・1≧9t⇔ht≧ 毒{1.i(。
t)(÷'一(1-・ ・))一(1-・ ・)}・・(・t)(16)

こ こで(15)式 の右 辺 をH(9t)と,(16)式 の右 辺 をG(9t)と 定 義 す る と,定 常均 衡(g*,が)

はHHlocusとGGlocusの 交 点 と して 導 出 され,定 常 状 態 のg"は

1.表 。・)(≒ σ 一(1-・ ・))-1-・ ・+・…(σ ¢1一σ)a・*B(17)

の 関係 を満 た す 。 した が って

γ(1一σ)/(1十 γ)>e(1一 δG)(18)

が 満 た され る な らば,図1で 示 さ れ る よ う に,定 常 均 衡A(g',が)が 一 意 に存 在 す る。以 下

で は(18)式 の条 件 を仮 定 す る。補 論Aは 均 衡 点A点 の 周 りにお け る動 態 が 負 の 安 定 根(-1<

図1位 相 図 分 析

h

ん 寧

0

＼

9*

＼

(/
◆

＼』

HHlocus

ノ じ ㎝

&
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λ1<0)を もつ 鞍 点 で あ る こ とを示 す 。 説 明 の 簡 単 化 の た め に,図1に 描 か れ る 定 常均 衡

A(g*,が)へ の 安 定 な鞍 点 経 路 をSScurveと,A(g*,が)か ら発 散 す る不 安 定 な鞍 点経 路

をSUcurveと 称 す る。9tお よびh,は 状 態 変 数 で あ る の で,そ れ らの 初 期 値90お よびhoは

歴 史 的 に所 与 な値 とな る。 した が っ て,偶 然 的 にSScurve上 に あ る(90,Zio)を 保 有 して い

た経 済 の み が,定 常 均 衡A(g*,が)へ と収 束 す る。 しか しそ の よ う な場 合 は例 外 的 で あ り,

一 般 に 経 済 の 初 期 値(9
0,ho)はSScurveの 下 側,あ るい は上 側 の いず れ か に位 置 す る。

仮 に あ る経 済 の(go,ho)が 図1の 点Bの よ う にSScurveの 下 側 に位 置 す る場 合,そ の経

済 は低 人 的 社 会 基 盤 と低 所 得 の 負 の 連 鎖 に よ っ て特 徴 付 け られ る 「貧 困循 環 」 に陥 り,長 期

的 に はSUcurveに 沿 って 均 衡 経 路 は0(0,0)へ と収 束 す る。 図2は 世 代 重 複 モ デ ル の1期

間 を約30年 と考 え,10期 間(1730年 か ら2000年 まで の 約270年 間)に 関 す る数 値 計 算 を 行 い,

経 済 が 「貧 困 循 環 」 に 陥 る場 合 の動 学経 路 を位 相 図 上 に示 した もの で あ る。 表1に 数 値 例 の
の

パ ラメータ設定をまとめた。また表2は 経済が図2の 動学経路に従 うときの人的資本水準,

人的社会基盤,死 亡率そ して出生率の時系列的推移を表す。均衡点A点 の周 りにおける動態

が負の安定根をもつ鞍点で示されるので,任 意の初期水準から不安定な鞍点経路へ収束する
8)動学経路は

,厳 密には振動 しなが ら移動する可能性がある。図2の 数値例 では,人 的資本の

初期か ら2期 にかけての大幅な減少 と2期 か ら3期 にかけての小幅な増加により,振 動の性

質 を明示的に確認す ることがで きる。また図2よ り経済 は比較的短期に不安定な鞍点経路

(SUcurve)の 十分近 くに移動する。そ して経済がSUcurveの 十分近 くにあるとき,人 的資
9)本水準

と社会基盤水準はともに,SUcurveに 沿 って単調に低下する。

図2位 相 図 と点B(15,25)か らの動学経路
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この過程 において,π(9t)の 性質や(5),(7)式 および(9)式 より,人 的社会基盤の低下は

死亡率の増加,出 生率の増加,労 働生産性の低下,そ して人的資本蓄積の効率性の低下をも

た らす。これ らの要因は,個 人の貯蓄水準 を減 らし,人 的資本蓄積スピー ドを減退 させ,個

人の所得水準を低下させ る。さらに個人の所得水準の低下により人的社会基盤の改善に費や

される経済全体の資源量が減少するので,人 的社会基盤の水準が さらに低下する。そのため
ヱの

低人的社会基盤 と低所得の負の連鎖が持続的に働 く。

これに対 して,仮 にある経済の(90,砺)が 図1の 点Cの ようにSScurveの 上側 に位置する

場合,そ の経済は高人的社会基盤 と高所得の正の連鎖によって特徴付けられる 「好循環」に

入 り,長 期的にはSUcurveに 沿って経済は持続的な経済成長を達成する。図3-1お よび表

3は 経済が持続的成長を達成する場合の位相図と動学経路 を示 したものである。図3-1の よ

うに初期水準(90,ho)がGGIocusよ り上側に位置する場合,振 動現象が生 じても,図2(後

に示される図4-1)の ように,初 期か ら2期 にかけて,HHlocusを 超 えた跳躍が生 じに くい。

その結果表3よ り人的資本は一時的に減少 しない。 よって図3-1か ら振動現象の性質を明示

的に確認することは難 しい。 また図3-1の 経路で も,経 済は比較的短期にSUcurveの 十分

近 くに移動 し,人 的資本水準 と社会基盤水準はともに,SUcurveに 沿って単調 に増加する。

この過程 において,人 的社会基盤の増加は死亡率の低下,出 生率の低下,労 働生産性の向

上,そ して人的資本蓄積の効率性の改善をもたらす。これらの要因は,個 人の貯蓄水準 を高

め,人 的資本蓄積スピー ドを促進 し,個 人の所得水準を向上 させる。 さらに個人の所得水準

図3-1位 相図 と初期点C(60,25)か らの動学経路
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図3-2出 生率 と死亡率(初 期点C)
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の向上 は人的社会基盤の改善に費やされ る経済全体の資源量の増加を意味する。そのため高

人的社会基盤 と高所得の正の連鎖のメカニズムが持続的に働 く。以上の考察により,た とえ

図1の 点BやCの ように,同 じようなhoを 保有 していて も,仮 にhoの 水準が,図1のSS

curveの 下側に位置する場合,経 済は低人的社会基盤 と低所得の「貧困循環」に陥って しまう。

しか しの水準が,図1のSScurveの 上側 に位置する場合,経 済は高人的社会基盤 と高所得の

「好循環」を達成する。

経済が持続的に成長する場合で も,そ の初期水準により人的社会資本水準,死 亡率そ して

出生率の時系列的推移の性質が異なる。先の図3-1お よび表3が,図1の 点Cの ように初期

水準(90,ho)がGGlocusよ り上側に位置する場合の位相図 と動学経路を示 したのに対 し,

図4-1お よび表4は 図1の 点Dの ように初期水準(go,%)がSScurveの 上側 に位置するが,

GGlocusよ りは下側 に位置する場合の位相図と動学経路を示す。 また図3-2(図4-2)は 経

済が図3-1(図4-1)の 動学経路に従 うときの死亡率そ して出生率の時系列的推移を図示 した

ものである。

一般 に初期所得水準h
oが 低 く,経 済が低 い所得水準にある場合ほど,初 期水準(90,h。)

は図4-1の ようにGGlocusの 下側に位置する。このような場合,た とえ(go,ho)がSScurve

の上側に位置する場合でも,初 期水準か らSUcurveの 近 くへ移動す る過程で,表4よ り1
11)人あた り人的社会基盤

の水準が一時的に低下する。その結果 π(9t)の性質や(7)式 より,死

亡率ならびに出生率 も図4-2で 示 されるように,経 済発展の初期段階で増加 し,そ の後,経

済がSUcurveに 沿 って成長するに従 い,単 調に低下する。 これは死亡率や出生率が経済発



人的資本蓄積,人 ロ構造変化,貧 困循環 9

図4-1位 相図 と初期点D(60,10)か らの動学経路
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図4-2出 生率 と死亡率(初 期点D)
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展の過程 において,逆U字 形で表 される動学的推移 を辿 る可能性があることを示唆する。こ

れに対 し,初 期水準(go,ho)が 図3-1の ようにGGlocusの 上側 に位置する経済では,表3

より初期水準か らSUcurveの 近 くへ移動する過程 でも,ユ 人あたり人的社会基盤水準は単

調に増加 し,そ の結果図3-2よ り死亡率や出生率も単調に低下する。

近年の歴史実証分析はこうした本稿の理論結果 を支持する。人的社会基盤の水準や死亡率

に関 しては,例 えばFloudandHarris(1997)は18世 紀から19世紀の初頭 に,英 連邦におけ
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る男性 の 平 均 身長 が 改 善 しな か っ た こ と を,ま たCostaandStecke1(1997)は ア メ リカ 合 衆

国 の健 康 指 標(10歳 時 にお け る平 均 余 命 や 白人 男 性 の 平 均 身 長 な ど)が 産 業 革 命 時 にか な り

悪 化 した こ とを示 す。 さ ら にWringleyandSchofield(1981)は イ ン グ ラ ン ドや ウ ェー ル ズ

に お け る粗 死 亡率 が,18世 紀 前 半 に,激 しい 変動 を繰 り返 し,そ の 後 堅 調 な低 下 局 面 へ と転

じた こ と を指 摘 す る。 こ う した一 連 の分 析 を踏 まえ,SteckelandFloud(1997)は 経 済 発 展

初 期 段 階 にお け る健 康 指 標 の 悪 化 は,イ ギ リス,ア メ リカ合 衆 国,オ ー ス トラ リア そ して ド

イ ッ な どで 顕 著 に見 られ るが,フ ラ ンス,オ ラ ンダ そ して ス ウ ェ ーデ ンで は こ う した傾 向 は

み られ な い と結 論 付 け て い る。 した が っ て本 稿 の モ デ ル に従 えば,イ ギ リス,ア メ リカ 合 衆

国,オ ー ス トラ リア そ して ドイ ツな どの(go,ho)はSScurveの 上 側 で は あ るが,GGlocus

の 下 側 に位 置 して い た と解 釈 し う る。 さ ら に 出生 率 に関 して は,近 年 多 くの 実証 研 究 が 出生

率 と経 済 発 展 の 逆U字 の 関 係 に着 目す る。 特 にDysonandMurphy(1985)やCoaleand

Treadway(1986)は19世 紀 の 後 半 まで 西 ヨ ー ロ ッパ の ほ とん どの 国 で 出生 率 が増 加 し続 け

た こ とを 示 す 。例 えば イ ン グ ラ ン ドや ウ ェ ール ズ の 出生 率 は1871年 に,ド イ ツ の 出生 率 は1875

年 に ピー ク を向 か え,そ の 後 堅 調 に低 下 す る。 した が っ て,本 稿 で 得 られ た逆U字 型 の 出生

率 お よび死 亡 率 の 時 系 列 的 推 移 は こ う した歴 史 的 な 事 実 と整 合 性 を もつ 。

4公 的政策の効果

この節では税率 τの増加により,人 的社会基盤の水準を高めるような政策が,経 済の動学

体系にもたらす影響について考察する。図5に 描かれているように,税 率が変化するとGG

locusが 下へ とシフ トする。その結果,定 常均衡はAか らA'へ とシフ トする。また(15),(16)

式および(17)式 か ら,定 常状態において,

石=一

(1+π(9*))ω が

z'(9*)(1一 δσ+toh*)+(1+π(9*))τ ωβ(h*ノ9*)

(1+π(9*))ω ゐ*

<0 (19)

伽
く0(20)d

τ π'(9*)(1一 δG+τa)h*)〈g*/JBh*)+(1+π(9*))τ ω

の よ う な結 果 を得 る。 した が って,税 率 τの増 加 に よ り,定 常 状 態 に お け るgやhの 水 準 が

低 下 す る こ とが分 か る。 こ の と きA'へ と収 束 す る政 策 後 の鞍 点経 路(図5のS'S'curve)

は 常 に,政 策 前 のAへ と収 束 す る鞍 点 経 路(図5のSScurve)の 下側 に位 置 し,か つ互 い に
12)

交 わ らな い こ とが 示 され る。

こ う したSScurveの シ フ トは経 済 の 均 衡 経 路 に大 きな 影 響 を及 ぼ す 。 仮 に あ る経 済 の

(90,ho)が 図5の 点Eに 位 置 した と仮 定 し よ う。 こ の と き経 済 は政 策 前 のSScurveの 下 側

に位 置 す るの で,政 策 が 実 行 され な けれ ば,経 済 は低 人 的 社 会 基 盤 と低 所 得 の 「貧 困循 環 」

に陥 っ て しま う。 しか し,政 策 が 実 行 され る と鞍 点 経 路 が 下 へ とシ フ トす る。 その 結 果,初
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図5公 的政策の効果
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期に図5の 点Eに いた経済は,政 策後の鞍点経路S'S'curveの 上側 に位置することとなり,

今度は高人的社会基盤 と高所得の 「好循環」 に入 り,経 済は持続的な経済成長を達成するこ

とができる。税率 τを通 じ人的社会基盤の水準を高めることにより,死 亡確率,出 生率の低

下,労 働生産性の改善,そ して人的資本蓄積の効率性の改善が促進される。その結果,個 人

の貯蓄動機が高 まり,人 的資本蓄積スピー ドが促進され,人 的社会基盤サービスの混雑が緩

和 される。 したがって人的社会基盤の水準を高めるような政策 は,経 済が低人的社会基盤 と

低所得の 「貧困循環」に陥って しまうリスクを軽減する。

5結 論

本稿は人的社会基盤の概念を世代重複モデルに導入 し,死 亡率と出生率を内生的に決定す

る経済成長モデルを構築 した。人的社会基盤 とは個人の健康水準,教 育水準,そ して労働生

産性の改善に不可欠な公共資本 を意味する。本稿は人的社会基盤の水準が低いと,経 済が低

人的社会基盤 と低所得の 「貧困循環」に陥って しまう可能性があることを示 した。さらに人

的社会基盤の水準を高めるような政策により,こ のようなリスクを軽減することがで きるこ

とを明 らかにした。 また本稿 は経済発展と出生率の逆U字 の関係 を説明する新たなモデルを
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提 示 した。

補 論A局 所安 定性分 析

(12),(13)式 お よび(14)式 か ら,こ の経 済 の動学 体系 の定 常状 態(g',が)で 評 価 されたヤ コピ行

列/は 次の よう に導 出 され る。

、.1・ 継;(1一 鞠,,1≒ 、・ω・*【1…9')],

βh'/9'O

T-1・ 蕩 峯;(1-・1睾)…

θ
τω{1+π(9*)】 βh*<0,1)=--

γ(1一 σ)

こ こ でTは ヤ コ ビ行 列 の トレー ス を,1)は 行 列 式 を表 す 。 ま た,個 有 値 を λノ(ノ=1,2)で 表 す と,特

性 方程 式 はP(λ)≡ λ2-Tλ+1)と な り,λ1 ,2=(丁干両)/2が 満 た され る。以上 の こ とか ら,次

の式 が得 られ る。

・・1・一一縣 筆;(1一 δG1-el一σ)一,、1≒,・ ω【1・…W<・ ・

・・-1・一・1一β・・[1・1錯;(1-・litlf6c)1・
,,1≒ 、β・1-…[1・ ・+・…)】 ・α

P(1)<0とP←1)>0が 同時 に満 た され,各 固有値 は λ2>1>0>λ1>-1と な るこ とか ら,こ の 経

済 にお ける定常状 態 は鞍 点 であ るこ とが証 明 され た。

表1ベ ンチマ ークパ ラメー タ

パ ラメー タ
γ θ θ β σ Φ

値 0.25 0,015 40 0.5 0.85 0,075

ψ びG τ α R C(幽,砺) D(90,ho)

0.5 0.5 0.15 0.3 1 (40,25) (60,10)

表2初 期 点B(25,15)か らの動 学経 路

期間 1730 1760 1790 1820 1850 1880 1910 1940 1970 2000

ん 25.0 19.1 19.6 18.5 17.5 16.1 14.6 12.7 10.7 8.6

& 15.0 15.9 14.1 12.6 10.8 8.8 6.7 4.7 3.0 1.7

πf 1.69 1.69 1.70 1.71 1.73 1.75 1.77 1.80 1.83 1.87

1一 π, 0.77 0.77 0.78 0.79 0.8 0.82 0.84 0.86 0.88 0.91
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表3初 期 点C(45,25)か らの 動学経 路

期間 1730 1760 1790 1820 1850 1880 1910 1940 1970 2000

ん 25.0 31.1 33.3 38.8 47.0 61.5 89.1 149.0 304.3 817.6

8' 40.0 45.7 62.2 91.3 156.3 327.7 916.2 3820 27600 417460

η, 1.59 1.58 1.54 1.50 1.44 1.37 1.29 1.21 1.15 1.12

1一 πご 0.68 0.66 0.63 0.58 0.52 0.42 0.31 0.18 0.07 0.02

表4初 期 点D(60,10)か らの 動学経 路

期間 1730 1760 1790 1820 1850 1880 1910 1940 1970 2000

ん 10.0 38.1 31.1 39.1 46.2 60.5 86.8 143.8 289.7 764.3

8` 60.0 40.0 63.1 88.0 151.2 311.2 854.1 3470 24120 347010

η, 1.55 1.59 1.54 1.50 1.45 1.37 1.29 1.21 1.15 1.12

1一 π, 0.63 0.68 0.63 0.59 0.52 0.43 0.31 0.18 0.08 0.02

注

本稿 の執筆 にあ たっ て,小 野善康 教授,二 神孝 一教授 お よび2人 の レフ ェ リー か ら大変 貴重 な

コメ ン トを頂 いた。また,浄 土渉 講師 そ して逸見 宜義 講師,平 田憲司郎 氏 には研 究会等 で大 変 お世

話 にな った。 ここ に記 し,感 謝す る。

1)世 界全 体の 平均 寿命 は40歳(1950年)か ら65歳(2000年)に 増加 した(WorldBank(1993,

2001))。

2)例 えばGrossman(2000)を 参 照 され たい。

3)Jimenez(1995)以 外 に もこの よ うな定 義 拡張 の 試 み は存 在 す る。例 え ば奥 野,焼 田,八 木

(1994)を 参 照 され たい。

4)BlackburnandCipriani(2002)は 若年期 か ら老年 期へ の生存 確率 を内生 化 した。 これに対 し

Kalemli-Ozcan(2002,2003),Lagerlof(2003)は 幼 児死 亡率 を内生 化 した。 しか しいず れの研 究

も生存確 率 が経済 の経 済 発展 水準 そ の もの に依存 す る と想 定 し,公 衆 衛生政 策 につ いて分析 して

いな い。

5)分 析 の焦 点が 「人 的社 会基盤 の役 割 」 にあ るので,課 税 に よ るゆがみ を最 小 限 にす るため に,

利 子課税 を考慮 せず,賃 金 課税 の みの ケー ス を示 した。またStiglitz(1988)が 指 摘 す るよ うに,

利 子課税 を含 む 資本課 税 は 「資本所 得 を測 る本質 的 な難 しさ」 に よ り徴税 の行政 費用 が 高い。 そ

のた め発展 途上 国,先 進 国 と もに資本 収益 か らの税収 が直接 税収(個 人所得 税,法 人 税)に 占め

る割合 は低 し㌔

6)φ(9t)の 関 数形 を 屋 と特 定化 し,α>1(α 〈1)の 場合 につ いて も解析 を行 った。 しか し本稿

の論 旨は変化 しない ので,簡 明化 の ため に,こ こで は α=1の 場 合だ けを明示 的 に示 した。

7)本 稿 の数値 計算 は解 析 的 な分 析 を補 うこ とを 目的 とす る。BlackburnandCipriani(2002)に

従 い,生 存確 率 を π(gt)=Φg7/(1+Φgア)と 特 定化 す る。各 パ ラメー タの設 定はLagerlof(2003),

EchevarriaandMerlo(1999)な どの 既存研 究 を参考 に した。 また表1で 得 られ た結 果 は,パ ラ
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メー タの値 にか かわ らず質的 に頑 健 であ るこ とを確認 した。

8)詳 しくは和 田(1989)を 参 照 され たい。 またこの点 につ い て レフ ェ リー よ り貴重 な助 言 をいた

だい た。

9>本 稿 のモデル 設 定の もとでは,パ ラメー タの値 にか か わ らず,経 済 は比較 的短 期 間(1期 か ら

2期)で,不 安 定 な鞍点経 路 の十 分近 くに移動す る性 質 を持 つ。

10)本 稿 の数値例 で は20期 に(9t,h,)が(0,0)に 達 す る。

11)「 経 済 発展初 期段 階 にお け る1人 あた り人 的社会 資本 水準 の低 下」は 「振 動 に よる人的資 本水準

の低 下」 に より もた ら され る もので はない。 表4よ り1人 あ た り人 的社会基 盤 水準(人 的 資本水

準)が 初期 か ら2期 に(2期 か ら3期 に)低 下す るの に対 し,こ の とき人 的資 本水準(人 的社会

基盤 水準)は 増 加 す る。

12)厳 密 な証 明に関心 が あ る場 合 は筆者 まで 請求 され たい。
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